
６ 

 

３ 消費者の自立の支援 
(1) 情報提供の推進 

ア 消費生活情報紙の発行 

消費生活情報や苦情相談の事例等を消費者及び市町等関

係機関へ情報提供するため、消費生活情報紙「知っ得なっ

とく」を年３回 

６，６００部（年間１９，８００部）作成・配布した。 

・事業費 ２６９千円 

 

イ 市広報紙・広報番組等を活用した情報提供 

市広報紙「ひろしま市民と市政」及び広報番組などを有

効的に活用し、消費生活に関する情報を市民に提供した。 

    ・「ひろしま市民と市政 5 月 15 日号」（劇場型詐欺、

インターネット通販の注意喚起） 

    ・ラジオ広報番組 １回（劇場型詐欺、インターネット

通販の注意喚起） 

    ・テレビ広報番組 ７回（各種悪質商法の注意喚起） 

 

ウ ホームページ等による消費生活に関する情報提供 

(ｱ) ホームページ・マスコミ等による情報提供 

広島市ホームページやＳＮＳ（フェイスブック・ツイッター）において、増加している

悪質商法や緊急情報などの消費者に対する注意喚起を適宜行った。（掲載回数１３回） 

また、マスコミへの情報提供も行い、それぞれの媒体による注意喚起を行った。（報道

実績４件） 

(ｲ) 広島市８・２０豪雨災害への対応 

豪雨災害発生直後に広島市ホームページ、ＳＮＳ（フェイスブック・ツイッター）、テ

レビ放送の字幕において、過去の災害時にみられた便乗商法の例を挙げて注意喚起を図

った。 

また、豪雨災害に便乗した悪質商法に関する相談が寄せられて以降は当該事例を紹介し

て重ねて注意喚起を図った。 



７ 

 

エ 消費者啓発リーフレットの作成・配布 

消費者被害の未然防止及び消費者契約の知識普及のため、消費者啓発リーフレットを購入し、

配布した。 

名   称 内   容 部数(部) 

先生のための消費者 

市民教育ガイド 

消費者市民社会の形成に参画する消費者の育成を目指

す消費者教育を行う際に役立つ授業実践のヒント等を

紹介（教員向け）。 

110  

ソーシャルメディア 

世界の安全な歩き方 

ソーシャルメディアの基礎知識や注意点などを紹介 

（若者向け）。 
2,000  

新手の悪質商法・詐欺が 

高齢者をねらっています！ 

高齢者を狙った悪質商法の手口やポイントの解説などを

紹介（高齢者向け）。 
5,000  

みんなで防ごう悪徳商法 

「特定商取引」「割賦販売法」「消費者契約法」のポ

イントの解説や典型的な悪質商法の手口などを紹介 

（一般向け）。 

3,460  

高齢者の消費者被害を 

防ぎましょう 

家族・近所などの身近な人や、民生委員などの高齢者

と接する人を対象に、高齢者の悪質商法被害を防止す

るためのポイントを紹介（高齢者見守り者向け）。 

2,520  

 

オ 消費生活パネルの展示・貸出、啓発図書等の貸出 

消費生活センターの展示コーナーに相談事例、危害・危険情報、衣食住、保険、法律、経済の

各分野にわたるイラスト入りパネルを展示するとともに、啓発図書・ビデオ・ＤＶＤ・パネルの

貸し出しを行い、消費生活に関する基礎的な知識の普及に役立てた。また、市民貸出用として消

費生活関連図書・ＤＶＤを購入した。 

       

パネル展示状況 

場  所 内           容 

消費生活センター ４回。延べ８０枚展示（四半期ごとにテーマを決めて展示） 

 

啓発図書等の貸出状況 

区   分 種   別 数   量 

啓 発 用 品 

ビデオ・ＤＶＤ １１８本 

図       書 １７冊 

パ   ネ   ル ３１枚 

 

  カ 全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）を活用した情報収集 

独立行政法人国民生活センターとのオンラインネットワークを活用し、全国的な消費生活相談

情報や危害情報の早期把握に努め、被害拡大の防止を図った。 

また、当センターが収集した各情報をシステムに蓄積することにより、相談データの管理・検

索の効率化を図った。 



８ 

 

キ その他 

収集した図書、雑誌等を市民が自由に閲覧できるように当センター資料コーナーに展示し、消

費生活に関する情報の提供に役立てた。 

 
 

資料種別 

 

内             容 
 

 

図書 
 

 

  衣食住や経済・法律等、消費生活に関するもの     
 

 

雑誌 
 

 

  月刊や季刊の一般誌、専門誌              
 

 

新聞 
 

 

  全国紙（消費生活に関連する記事の切り抜き）   ３紙 
 

 

行政資料 
 

 

  国民生活センター、地方自治体の発行するパンフレットや冊子等 
 

 

その他 
 

  

  業界、消費者団体等で発行するパンフレットや冊子等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 

 

 (2) 消費者教育・啓発 

 ア 啓発 

(ｱ) 消費者力向上キャンペーン事業の開催 

ａ 消費者月間事業 

区  分 実  施  内  容 

消費生活弁護士 

相談会 

  開催期間：５月３１日 

  開催場所：消費生活センター研修室 

  相談件数：１９件（電話３件、来所１６件）  

消費者のひろば 

―あなたの消費者力

を測ってみよう― 

開催期間：５月３１日 

  テ ー マ：「つながろう消費者～安全・安心なくらしのために～」 

参加団体：団体（行政、消費者団体等） 

   開催場所：紙屋町シャレオ中央広場 

  事業内容： 

・消費者力測定チャレンジコーナー（クイズラリー） 

 参加者 ３５０人 

アンケート結果：今後も学習したいと思う 288 人（82.3％） 

・消費生活コント 

・消費者団体の活動発表  

・学校向け出前授業デモンストレーション 

・広島県警の防犯ミニ講座 ・広島弁護士会の寸劇 

・広島少年合唱隊及び広島市立大学ダンス部によるステージ など 

 入場者数  １０，７００人 

消費者月間協賛事業 

   実施団体 公益社団法人広島消費者協会 

事業内容 地域における行政・事業者・消費者による三者懇談会 
  ・中 区：実 施 日 ６月１３日 

実 施 場 所 ゆいぽーと会議室 

出 席 者 広島市１人、事業者７人、消費者３４人 

・南 区：実 施 日 ６月１０日 

実 施 場 所 南区役所講堂 

出 席 者 広島市１人、県警１人、事業者４人、消費者４０人 

・西 区：実 施 日 ６月４日 

実 施 場 所 西区役所研修室 

出 席 者 広島市２人、事業者８人、消費者１６人 

・安佐南区：実 施 日 ６月３日 

実 施 場 所 安佐南区役所第４会議室 

出 席 者 広島市３人、事業者４人、消費者１４人 

・安佐北区：実 施 日 ６月３日 

実 施 場 所 安佐北区総合福祉センター大会議室 

出 席 者 広島市２人、事業者９人、消費者２８人 

   事業費 ２，２４１千円（協賛事業を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 消費者のひろば 会場風景１ 消費者のひろば 会場風景２ 



１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 新聞への啓発広告 

各家庭に直結するマスメディアである新聞を利用して、消費生活に関する正しい知識を提供

し市民の消費者力を向上させるため、中国新聞朝刊に啓発広告を掲載した。 

     ・掲載回数 ３回（８月３１日、１１月３０日、１月２５日） 

      事業費 ３，４１５千円 

      内容 ８月３１日（インターネットを利用した不当請求の注意喚起） 

         １１月３０日（公的機関をかたる詐欺の注意喚起） 

         １月２５日（キャッシュレス決済を悪用する業者の注意喚起） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＲ用ポスター（Ｂ１版） 

平成 26 年 8 月 31 日掲載分 



１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｲ) 消費生活出前講座の開催 

市内の学校、高齢者団体、町内会など各種団体等からの申し込みにより消費生活専門相談員

等を講師として派遣し、消費生活に関する法律知識等の普及啓発を行うことにより、「自立し

た消費者」の育成を図った。 

    ・開催実績  ９９回 〔公益社団法人広島消費者協会へ委託〕 

     事業費   ２，７２７千円 

・受講者アンケート結果 

講義内容を今後「役立てていきたい」「少しは役立てていきたい」と回答した割合９９．６％ 

  

受 講 団 体 実 施 回 数 (回) 受 講 者 数 (人) 

学 校 関 係 １５ １，３４７ 

地 域 団 体 ８４ ２，７６５    

合   計  ９９ ４，１１２ 

平成 26 年 11 月 30 日掲載分 

平成 27 年 1 月 25 日掲載分 



１２ 

 

イ 消費者教育の推進   

(ｱ) 消費者大学の開講 

消費者問題に対する関心を持ち続ける消費者を増やし、消費者活動を担える人材を育てるこ

とを目指す消費者大学を開講した。 

  ・開講実績 連続８回講座（２時間/回）を開講〔公益社団法人広島消費者協会へ委託〕 

   事業費  ５７千円 

・受講者アンケート結果 

講義内容を「良く理解できた」「ほぼ理解できた」と回答した割合 ９７．９％ 

 

開講日 テーマ 講 師 
受講者数

(人) 

１

回 
7/3 

オリエンテーション 

消費者行政の現状 

相談事例について 

 

広島市消費生活センター 所長 髙尾 ひとみ 氏 

       〃    青木 純子 相談員 

２４ 

２

回 
7/10 金融商品と消費者被害 

広島県金融広報委員会 

金融広報アドバイザー  倉橋 孝博 氏 
２６ 

３

回 
7/17 暮らしの中の経済知識 元広島市副市長  山田 康 氏 ３１ 

４

回 
7/24 

基本的な法律知識 

 契約・問題商法について 

広島修道大学商学部 

准教授  柏木 信一 氏 
２５ 

５

回 
7/31 

私たちの暮らしと競争 

 知っておきたい取引のルール 

独占禁止法・景品表示法 

公正取引委員会近畿中国四国事務所 中国支所 

取引課 取引第一係長 渡邉 研二 氏 

    内閣府事務官 野崎 準 氏 

２１ 

６

回 
9/4 

食生活の知識・食の最新情

報 

食料の未来と私たちの今 

農林水産省中国四国農政局広島地域センター 

消費安全グループ総括管理官 楠田 義彦 氏 

総括農畜産安全管理官    樋口 哲則 氏 

２７ 

７

回 
9/11 情報化社会と消費者問題 

中国新聞社 

論説委員  東海 右佐衛門直柄 氏 
２６ 

８

回 
9/18 

広島市の環境対策について 

広島消費者協会懇談会 

・消費者大学講座について 

・活動について 

修了式 

広島市環境局 主幹 深崎 紀子 氏 

広島消費者協会 理事・幹事等 

 

 

 

２７ 

延べ受講者数 ２０７ 

 

(ｲ) 学校教育における消費者教育の推進 

ａ メール通信「子どもサポート情報通信（学校向け）」の配信による学校等への情報提供【新規】 

市立小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校へ最新の消費生活情報の提供

を行った。 

・配信実績  ６回 

 

ｂ 教職員のための消費者教育に関する研修会【新規】 

消費者教育の推進役としての役割が期待される教職員を対象に、消費者トラブルの実態及び

対処法、消費者教育のあり方など授業計画に役立つ内容の研修会を教育委員会と連携して実施

することにより、消費者教育の事業実践を促した。 

・開催実績  ２回 のべ７１人 

事業費   １５４千円 



１３ 

 

   ・受講者アンケート結果 

「研修で習得したことは、授業等に活用できそうだ。」に対する回答 ５点満点で  ４．６点 

 

実施日 内   容 会  場 対  象 参加人数

(人) 

8/8 
ア 未成年者の消費生活相談について 

  講師:消費生活センター職員 

イ 消費者市民社会をめざす消費者教育の

実践について 

  講師:公益財団法人消費者教育支援セ

ンター総括主任研究員 柿野 成美氏 

祇園小学校 
市立小学校家庭科

担当教諭 
２１ 

8/20 
東 区 民 文 化

センター 

市立及び県内中学

校技術・家庭科担

当教諭 

５０ 

 

(ｳ) 消費者力向上通信講座の開講【新規】 

市民の消費者力の向上及び消費者被害の発生及び拡大の防止を図るため、消費生活に関する

基礎知識を学ぶための通信講座を開講した。 

・開催実績  受講者２４人（うち１６人修了） 

事業費   ６７８千円 

   ・受講者アンケート結果 

講座の満足度 「大変満足できた」６９％ 「満足できた」３１％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  高齢者の消費者被害の防止強化 

ア 高齢者用ステッカーの配布 

高齢者の消費者被害の未然防止を図るために、消費生活センターの電話番号や「訪問販売・訪

問購入お断り」を記載したステッカーを、老人大学及び大学院受講者へ約５００部配布したほか、

地域包括支援センター、高齢者向け消費生活出前講座等を通じて、約１２，０００部配布した。 

 

イ 高齢者等の消費者被害防止対策講座の開催【新規】 

  高齢者等の消費者被害の未然防止・拡大防止を図るために、高齢者等が地域において日常生活

を営むために必要な支援を行う者（民生委員及び地域包括支援センター職員）に対する講座を実

施した。 

   ・開催実績  １７回（公益社団法人広島消費者協会へ委託） 

事業費   １９１千円 

   ・受講者アンケート結果 

「講座で習得したことは、業務に活用できそうだ。」に対する回答 ５点満点で４．１点 

期  間 内   容 

7/12～10/25 開講式：オリエンテーション 講演「なぜ、消費者力が必要か」 

    講師：一般社団法人消費者力開発協会 広重 美希 氏 

〔通信講座〕第一学期（学習の単元：契約、悪質商法） 

      第二学期（学習の単元：衣生活、食生活、住生活） 

      第三学期（学習の単元：サービス、生活と家計管理、環境） 

修了式：講座の講評など 

    講師：一般社団法人消費者力開発協会 広重 美希 氏 

11/9 消費者力検定団体受験（希望者のみ 11 人） 



１４ 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 消費者団体等の活動の促進 

ア 消費者団体等の育成・指導 

公益社団法人広島消費者協会が実施する教育活動、調査研究活動、地区活動に対する事業補助

を行うとともに、本市派遣職員人件費の補助を行った。 

     補助事業費計          ５，４８９千円 

      ・事業補助           ７８７千円 

      ・本市派遣職員人件費補助  ４，７０２千円 

 

公益社団法人広島消費者協会事業内容等                 （単位：千円） 

区 分 事 業 内 容 事業費 市補助金額 

教育・広報活動  会報の発行、啓発事業実施等 ７７１ 

７８７ 

 

調査研究・監視活動  各種研究・調査実施、企業との対話等 ９５５ 

地区活動  地域学習会、地区連絡協議会の開催等 ５４４ 

会員の資質向上 リーダー派遣・育成事業等 １１５ 

事務局費等  本市派遣職員人件費等  ４，７０２  ４，７０２ 

小     計 ７，０８７ ５，４８９ 

受託事業  広島市等からの受託事業の実施等 ３，０１１ ０    

合     計 ８，９０７ ５，４８９ 

 

イ 消費者の自主活動の場の提供 

消費生活に関する研修や消費者の自主活動の場を提供するため、研修室（４０名収容）を無

料で貸し出している。 
 

  研修室利用状況 
 

区  分 
 

 

 

２２年度 

(2010 年度) 
 

 

２３年度 

(2011 年度) 
 

 

２４年度 

(2012 年度) 
 

 

２５年度 

(2013 年度) 
 

 

２６年度 

(2014年度) 
 

 

  利用回数（回） 
 

 

   １５０ 
 

 

   １４８ 
 

 

   １５３ 
 

 

   １６０ 
 

 

   １５６ 
 

 

  利用者数（人） 
 

 

 ２，１５４ 

 

 １，９０２ 

 

 １，９０１ 

 

 ２，２９７ 

 

 ２，１８０ 

受 講 者 実施回数 (回) 受講者数 (人) 

民生委員 ８ ２８１ 

地域包括支援センター職員 ９ １，１３３ 

合   計 １７ １，４１４ 



１５ 

 

４ 平成 26 年度（2014 年度）広島市市民意識調査の結果 
(1) 調査の概要 

ア 調査の目的 

  本市の施策や事務事業について、今後の進め方を検討するための基礎資料とする。 

  （消費生活に関する設問は８１問中２問） 

 

イ 方法 

 調査対象：広島市内に在住する男女（１８歳以上） 

 調査方法：広島市住民基本台帳より無作為で抽出した５，０００人 

 調査期間：平成２７年(2015 年)１月２６日～２月２３日 

 有効回収数：２，０６８件（有効回収率４１．４％） 

 

(2) 調査の結果（抜粋） 

次のとおり（問６７及び問６８） 

 


